
福祉・就労・教育および司法等の関係団体を構成員とする「滋賀県地域養護推進協議会」が、令和３年３月に発足

守山市にその支援拠点「マザーボード」を置き、県の委託事業により総括員や相談支援コーディネーターを配置

児童養護施設等で退所前後のケアを担当する自立支援専門員とも連携しながら、若者への支援を実施中

地域養護の取組について

児童養護施設や里親家庭等の「社会的養護」のもとで生活していた児童（ケアリーバー）のうち、約８割が困難や不

安を抱えており、特にお金、将来、仕事に関することの悩みが多い。

家庭基盤や保護者とのつながりが脆弱なケアリーバーは、生活全般を自分で管理し、維持していくことは難しいため、

自立に向けた継続的な支援が必要。

これまでは、子ども家庭相談センターがコーディネーター役となり、市町、施設、民間団体等とともに退所後の支援を

実施してきたが、虐待件数の増加等への対応によりセンターにとって大きな負担となっていた。

１ 背 景

～困難を抱えた子ども・若者を地域で支える新たな「地域養護」の取組～

２ 事業概要（令和３年度実績）

来 所 訪 問 電 話 等 合計

５９回 ８６件 ２３２件 ３７７件

②継続的なアウトリーチ型の生活支援、就労支援

↓支援拠点「マザーボード」（守山市内）

【主な取組】

開催回数 参加若者 支援者等 参加者計

１４回 １７５名 １１２名 ２８７名

①居場所づくり（若者食堂）の開催

地方創生・ＤＸ推進対策特別委員会 資料２
令 和 ４ 年 ( 2 0 2 2 年 ) ６ 月 ２ ０ 日
健 康 医 療 福 祉 部

1



２ 事業概要（つづき）

相談支援コーディネーターによる
継続支援計画の作成 １４／３０名

全体会議
・進捗会議の状況把握、自立に向けた支援体制の検討
・年１回開催（R4.3.16開催）

進捗会議
・対象者全体の状況把握、個別会議での課題検討
・月１回開催（７～３月まで９回開催）

個別支援会議
・対象者も出席して支援の方針、支援経過を共有
・随時開催（計５５回開催）

④個別支援会議等の開催による進捗管理・機関連携

対象者数 生活相談 就労相談 相談合計

３０名 ３９０件 ４９件 ４４５件

③支援対象となる若者の継続支援計画の作成

対象者の支援に必要な情報（支援
計画等）を各関係機関等で共有

定期的な経過確認や自立に向けた
支援方針の検討・見直しを実施

【支援対象者（３０名）の状況】

居住地の分布 年齢分布（受付時） 社会的養護の経験の有無

１５～１８歳
（施設等入所中） １０名

１９～２２歳
（入所延長など） １５名

２２歳以降
（社会的養護の制度が

終了してから） ５名

経験あり ２３名

経験なし ７名

※社会的養護の経験がなくと
も、困難を抱えている若者
は幅広く支援の対象

＜県南部 計２０名＞
大津市、草津市、守山市、栗東市、甲
賀市、野洲市、湖南市

＜県北部 計８名＞
彦根市、長浜市、東近江市、米原市、
豊郷町

＜県外等 計２名＞
京都府

※継続支援計画
支援対象者の現状や課題、支援目標や
具体的な内容・方法等を記載したもの
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３ 今年度の取組について

↓北部拠点の設置を予定している「アル・プラザ彦根」

(株式会社平和堂ホームページより)

＜北部拠点について＞

滋賀県社会福祉協議会が、県、平和堂と

の公民協働で「健康長寿・共生社会づくり

の取組」を推進するための事業拠点を

「アル・プラザ彦根」内に開設予定

その事業の柱の一つである「憩いと相談

の場」の取組として、地域養護の北部拠

点を事業委託（10月開設予定）

令和４年度 地域養護推進事業 【26,100千円】

ケアリーバーをはじめとする若者を包括的に支援する

ため、令和３年度に整備した南部拠点に続き、児童養

護施設がない県北部地域に新たな拠点を整備。

＜施策効果＞
北部地域の支援体制の強化
南部拠点と連携した県全域におけるケア
リーバーの自立支援の活性化

南部拠点
(マザーボード)

北部拠点
(南部と同様の支援)
新設

…事業の連携先となる
児童養護施設等
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厚生労働省令和２年度子ども・子育て支援推進調査研究事業
（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）より抜粋
※全国の社会的養護経験者2,980人からの回答結果

（参考）「施設や里親家庭等で生活していた人の生活やサポートに関するアンケート調査
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